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○概ね５年で実施する取組

実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定

１．ハード対策の主な取組

■洪水を河川内で安全に流す対策

【四万十川】
・具同・入田箇所の堤防断面確
保
【中筋川】
・横瀬川ダムの建設

具同・入田箇所の堤防整備を実
施済
横瀬川ダムの建設を実施済み

継続して事業を実施

【四万十川】
・井沢箇所の堤防断面確保
・下田箇所の堤防嵩上げ
・初崎箇所の堤防整備
【全河川】
・重要インフラの緊急点検

下田、初崎箇所の堤防整備を実
施中。
重要インフラの緊急点検を実施
中（樹木伐採、河道掘削）

継続して事業を実施

■堤防構造の工夫による被害を軽減するための対策

【四万十川】
・佐田箇所の堤防天端の保護及び法尻の補強
・百笑箇所の堤防天端の保護
・山路箇所の堤防法尻の補強
【後川】
・蕨岡箇所の堤防天端の保護
・佐岡箇所の堤防法尻の補強
【中筋川】
・九樹箇所の堤防天端の保護

Ｓ

【四万十川】
・佐田箇所の堤防天端の保護及
び法尻の補強
・百笑箇所の堤防天端の保護
・山路箇所の堤防法尻の補強
【後川】
・蕨岡箇所の堤防天端の保護
・佐岡箇所の堤防法尻の補強
【中筋川】
・九樹箇所の堤防天端の保護

～平成32
年度

佐田、百笑、蕨岡、九樹箇所の
堤防天端の保護完了(平成29年3
月)
佐田、山路、佐岡箇所の堤防法
尻補強の工事完了。（平成29年
6月)

完了

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

⑪
＜危機管理型水位計＞
・危機管理型水位計配置計画に
基づいて、順次整備を実施。

平成３０年
度～

＜危機管理型水位計＞
渡川水系（四万十市、宿毛
市）で危機管理型水位計を５
箇所設置（平成31年3月）
ヤイト川で危機管理型水位計
を設置（令和2年3月）

・必要に応じて設置
を検討
・令和2年度に危機
管理型水位計１基を
設置予定（芳奈川）

・機器更新時において、夜間に
映像が確認できるようＣＣＴＶ
カメラを高感度カメラに更新
＜危機管理型水位計＞
・危機管理型水位計配置計画に
基づいて、順次整備を実施。

平成29年
度～令和
元年度

津波遡上区間に設置している17
箇所のCCTVを更新。（H29.9月
末完了）
＜危機管理型水位計＞
整備済み

広域監視用ＣＣＴＶ
追加設置予定（R2年
度）

＜河川監視用カメラ＞
・設置目的に応じた簡易河川監
視用カメラの設置

平成３０年
度～

＜河川監視用カメラ＞
・相ノ沢川で既存のカメラ有

・必要に応じて設置
を検討
・令和2年度に簡易
型カメラ１基を設置
予定（岩田川）

＜河川監視用カメラ＞
・設置目的に応じた簡易河川監
視用カメラの設置

平成３０
年度～

＜河川監視用カメラ＞
簡易河川監視カメラ１基設置
（R元年度：古津賀筋）

簡易河川監視カメラ
を設置予定（R2年度
11基）

＜水文観測所の停電対策＞
・浸水・停電を実施。

平成３０年
度

＜水文観測所の停電対策＞
・対策不要

－
＜水文観測所の停電対策＞
・浸水・停電を実施。

平成３０
年度～

＜水文観測所の停電対策＞
実施済み

排水ポンプ車作業ヤードの整備 v
・関係機関と連携して作業ヤー
ド整備の必要性の検討及び整備

令和元年
～

未実施

排水計画に基づき、
必要に応じて排水ポ
ンプ車作業ヤードの
整備予定(令和元年9
月頃～)

・今後作成される大規模水害を
想定した排水準備計画(案)に基
づき、必要に応じて排水ポンプ
車作業ヤードの整備を実施

平成29年
度～

清水川樋門箇所に排水ポンプ車
作業ヤードを整備済（H29年3月
度完了）

今後作成する排水準
備計画に基づき、必
要に応じて検討

・中筋川の樹木・植生管理
中筋川の樹木伐採工事を完了。
（H29.10月末完了）

・横瀬川ダムの整備、楠島川放
水路の排水樋門の新設、排水ポ
ンプ車の活用を実施

楠島川排水樋門の工事に着手
（R元年度）

R1年度楠島川排水樋
門の工事に着手予定

【ダム】 ダムの放流警報を住民に対して、的確に伝えるた
め、警報設備の改良及び警報設備の増設

Ｉ
・サイレン・スピーカ等の設備
の改良及び増設

平成30年
～令和２
年

サイレン・スピーカの設備6局
を改良済（令和2年3月完了）

警報設備の増設を行
う

２．ソフト対策の主な取組 ①逃げ遅れゼロに向けた迅速な避難行動のための取組

■情報伝達、避難計画等に関する取組

⑥
渡川流域を対象としたタイムライン（案）の改
善・改良と継続した検討 Ｄ

・タイムライン(案)の試行を行
い改善・改良を図るとともに、
広域避難に関する課題等を継続
して検討する

平成28年
度～平成
30年

検討済み
令和元年出水期より
渡川流域を対象とし
たタイムラインの本
運用開始

・タイムライン(案)の試行を行
い改善・改良を図るとともに、
広域避難に関する課題等を継続
して検討する

平成28年度
～平成30年

検討済み
令和元年出水期より
渡川流域を対象とし
たタイムラインの本
運用開始

・タイムライン(案)の試行を行
い改善・改良を図るとともに、
広域避難に関する課題等を継続
して検討する

平成28年
度～平成
30年

検討済み
令和元年出水期より
渡川流域を対象とし
たタイムラインの本
運用開始

・タイムライン(案)の試行を行
い改善・改良を図るとともに、
広域避難に関する課題等を継続
して検討する。

平成28年
度～平成
30年

検討済み
令和元年出水期より
渡川流域を対象とし
たタイムラインの本
運用開始

氾濫が発生した場合の浸水区域として対象となる
地区名まで表示した洪水予報文の改良

Ｉ
・氾濫が発生した場合の浸水区
域として対象となる地区名まで
表示した洪水予報文の改良

平成28年
度

H28.4から運用開始 運用を継続
・氾濫が発生した場合の浸水区
域として対象となる地区名まで
表示した洪水予報文の改良

平成28年
度

H28.4から運用開始 運用を継続

想定最大規模の降雨に伴う洪水浸水想定区域の指
定及び家屋倒壊等氾濫想定区域、地点別浸水シ
ミュレーションの公表・周知

Ａ,
Ｂ,
Ｃ

・想定最大規模の降雨に伴う洪
水浸水想定区域の指定及び家屋
倒壊等氾濫想定区域、地点別浸
水シミュレーションの公表・周
知

平成28年
度

H28.5洪水浸水想定区域の指定
及び家屋倒壊等氾濫想定区域を
公表
H28.5地点別浸水シミュレー
ションのデータを浸水ナビにて
公表

出前講座等で周知を
継続

⑦
大規模水害を対象とした避難計画（広域避難含
む）の作成及び避難場所の設定

Ｄ,
Ｅ,
Ｇ

・大規模水害を対象とした避難
計画の作成（広域避難含む）

平成29年
度～

浸水しない避難所や公園等の
スペースでマイカーによる車
中泊可能人数を算出し、想定
避難者数の充足可能性を検討
済（平成29年3月）
H31.2　幡多圏域内の広域避難
計画の策定及び広域避難に関
する協定を管内市町村と締
結。別途、バス事業者も含め
た緊急輸送等に関する協定も
締結。
R2.1 広域避難訓練(机上）実
施。幡多管内市町村、旅館組
合、バス事業者参加

継続して実施
・市の大規模水害を対象とした
避難計画の作成（広域避難含
む）を支援

平成29年
度

大規模水害における避難の課題
を抽出
広域避難が必要となるトリガー
の設定、情報発信の仕組みを構
築済

市の避難計画を支援

河川カメラのリアルタイム映像の情報提供箇所の
拡大やプッシュ型情報の発信

Ｉ
・中村河川国道事務所による情
報提供方法等の住民への周知

期間内継
続実施

洪水情報のプッシュ型配信を
活用した避難訓練を6月11日に
実施

中村河川国道事務所
による情報提供方法
等の住民への周知を
継続

・水防情報の提供
・高知県水防情報システムの
ウェブサイトにより情報を提供

継続

・水防情報の提供
・高知県水防情報システムの
ウェブサイトにより情報を提
供

・水防情報の提供
・高知県水防情報シ
ステムのウェブサイ
トにより情報を提供
＜継続＞
・「高知県防災アプ
リ」の運用を開始
し、気象情報、防災
情報をプッシュ型で
提供している。

・気象情報等を自治体や報道機
関を通じて情報伝達している。

継続
気象情報等を自治体や報道機関
を通じて情報伝達を実施

継続して実施

・「川の防災情報」のカメラ映
像箇所を拡大していく
・緊急速報メールを活用した洪
水予報の配信

平成29年
度

・H28.9から8箇所のカメラ映像
箇所を拡大
・緊急速報メールを活用した洪
水予報の配信について平成29年
5月1日より四万十市全域で運用
開始。

取り組みを継続

情報発信時の「危険度を色分けした時系列」表示
及び「警報級の可能性」についての改善

Ｉ

・情報発信時の「危険度を色分
けした時系列」表示及び「警報
級の可能性」についての改善を
実施する。

平成29年5月

①情報発信時の「危険度を色分
けした時系列」表示及び「警報
級の可能性」についての情報を
発表
（Ｈ29年5月17日～)
②危険度分布の提供
(Ｈ29年7月4日～)

①情報発信時の「危
険度を色分けした時
系列」表示及び「警
報級の可能性」につ
いての情報を発表
（継続）
②危険度分布の提供
（継続）

避難行動に必要なＣＣＴＶカメラを夜間監視可能
な高感度カメラに更新

危機管理型水位計設置、河川監視用カメラ設置、
水文観測所の停電対策配付

気象台 国土地理院 四国地整

項目 事項
内容 記号

四万十市 高知県

Ｉ,Ｇ

平成28年
度

～平成32
年度

【四万十川】
・具同・入田箇所の堤防断面確保
・井沢箇所の堤防断面確保
・下田箇所の堤防嵩上げ
・初崎箇所の堤防整備
【中筋川】
・横瀬川ダムの建設
【全河川】
・重要インフラの緊急点検

Ｓ

相ノ沢総合内水対策計画に基づくハード対策 Ｇ
・既設楠島排水機場の操作運用
の改善、既設の雨水貯留施設の
有効活用を実施

平成28年
度～

相ノ沢川総合内水対策計画作
成（28年8月）、先だって6月4
日に学習会・訓練実施
国土交通省が新設する排水樋
門に併設する小型ポンプ施設
の必要容量の決定及び予備設
計に着手（30年1月）
⇒R1年度　詳細設計完了
相ノ沢川上流に位置する自
由ヶ丘団地の雨水貯留施設の
樹木伐採等の維持管理及び老
朽化の調査を実施（30年1月）

平成28年
度～

継続して実施
・相ノ沢川及び楠島川の河川改
修、楠島川放水路の新設を実施

平成29年度
～

・平成29年5月9日に地元説明
会を実施
・放水路周辺の用排水系統の
調査を実施（平成29年12月完
了）
・放水路予備設計を実施（平
成30年3月完了）
・楠島川放水路等の詳細設計
及び用地測量を実施
・楠島川放水路等の用地買収
完了（令和元年11月）
・楠島川右岸拡幅部L=118mの
工事完了(令和2年3月）

相ノ沢川及び楠島川
の工事進捗
令和2年度に放水路
工事L=80m、楠島川
護岸工（左岸）
L=120mを実施予定

・・未実施、実施中の取組
期限のある取組

・・実施済みの取組 ・・継続して実施する取組 赤字・・前回からの修正追記カ所
期限のある取組

・・実施済みの取組

資料２



資料－２

2 / 4 ページ

○概ね５年で実施する取組

実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定

気象台 国土地理院 四国地整

項目 事項
内容

記号

四万十市 高知県

・・未実施、実施中の取組
期限のある取組

・・実施済みの取組 ・・継続して実施する取組 赤字・・前回からの修正追記カ所
期限のある取組

・・実施済みの取組

防災行政無線の難聴地域の解消 Ｈ
・防災行政無線の難聴地域の解
消

平成32年
度

・区長へのアンケート調査を
実施し、難聴地区を把握（平
成28年7月）
・地区有線放送接続に向けて
の地区意向確認アンケート実
施（平成29年8月30日)
30年2月末：地区有線放送への
接続工事終了⇒20地区での難
聴エリア縮小
R2～3年度　難聴世帯の内、ス
マホ等での情報取得が困難な
世帯へ防災行政無線戸別受信
機の無償貸し出しに向けた整
備を実施

R1に３地区で地区有
線放送への接続工事
を実施予定

放送内容の事後確認システムの周知及び市政情報
メールの活用・登録推進

Ｈ,
Ｉ

・放送内容の事後確認システム
の周知
・市政情報メールの活用・登録
推進

期間内継
続実施
期間内継
続実施

市公式カレンダーへの表示及
び広報誌等により、防災行政
無線放送内容事後確認システ
ムを周知

継続して実施 ・市の取組を支援
平成28年
度～

防災パネル展（H29年8月30～9
月5日)にて防災無線確認ダイア
ルのパネルを掲示してＰＲ

四万十市と連携して
実施

⑧
－
１

メディア連携分科会の設置
Ｉ

大規模氾濫減災協議会にメディ
ア連携分科会を設置するなど、
メディア連携のための協議会を
設け、地域の取り組みを推進。

令和元年 未実施

大規模氾濫減災協議会にメディ
ア連携分科会を設置するなど、
メディア連携のための協議会を
設け、地域の取り組みを推進。

令和元年 未実施

大規模氾濫減災協議会にメディ
ア連携分科会を設置するなど、
メディア連携のための協議会を
設け、地域の取り組みを推進。

令和元年
未実施
(12/3 高知地域メディア連携懇
談会に参加)

大規模氾濫減災協議会にメディ
ア連携分科会を設置するなど、
メディア連携のための協議会を
設け、地域の取り組みを推進。

令和元年
高知地域メディア連携懇談会
（R元.12.3）

継続して事業を実施

⑧
－
２

洪水予測や河川水位の状況に関する解説 Ｉ

出水時に、リアルタイムの状況
をテレビやラジオ等のメディア
で解説し、状況の切迫性を直接
住民に周知。

随時

出水時に、リアルタイムの状況
をテレビやラジオ等のメディア
で解説し、状況の切迫性を直接
住民に周知。

随時

⑨ 危険レベルの統一化等による災害情報の充実と整
理

Ｂ
緊急速報メールの配信文の修正
危険レベルの導入に関して広報
で周知

令和元年
R1.5　緊急速報メールの配信
文修正

R1.6　広報で危険レ
ベル導入を周知

・洪水予警報及び水位周知情
報、緊急速報メールの発表文の
修正。

令和元年
①警戒レベル相当を表示した予
報文を発表
②「危険度分布」の希望者向け
通知サービスの開始

①令和元年5月29日
～
②令和元年7月10日
～

・洪水予警報及び水位周知情
報、緊急速報メールの発表文の
修正。

令和元年
令和元年出水期より運用開始 実施済

⑩ 浸水ナビの充実 Ａ
計画規模の浸水想定区域につい
て浸水ナビを作成

－
想定最大規模の浸水想定区域に
ついては、浸水ナビに反映

計画規模の浸水想定区域につい
て浸水ナビを作成

－
想定最大規模の浸水想定区域に
ついては、浸水ナビに反映

実施済

⑫ 災害拠点病院等の施設関係者への情報伝達の充実
Ｉ

浸水想定区域内の災害拠点病院
等に関する情報を共有し、各施
設管理者等に対する洪水時の情
報伝達体制・方法について検討

令和元年
～

未実施

【ダム】 情報伝達手段の多重化の検討を実施及び地域に
合った有用な情報手段の選定

Ｉ
防災行政無線の難聴対策
他の情報伝達手段を活用した多
重化の検討及び実施

期間内継
続

地区有線放送に防災行政無線
を接続して難聴エリアを縮小
（20地区）
防災アプリの導入等、多重化
の検討
R2.2　市公式ラインを開設し
て防災無線の放送内容の配信
を開始
R2～3年度　難聴世帯の内、ス
マホ等での情報取得が困難な
世帯へ防災行政無線戸別受信
機の無償貸し出しに向けた整
備を実施

ダムの放流情報等、
他機関発信情報を市
保有の情報伝達手段
で伝達することにつ
いての検討を実施

【ダム】 ダム放流情報を考慮した避難情報発令基準への見
直し

Ｄ
・河川の基準水位等とダム放流
量との関係整理

令和元年
基準水位等とダム放流量の関係
を整理

関係機関に情報共有
し、運用について調
整を図る

【ダム】 避難情報発令に繋がるダム情報の提供の充実 Ｂ

・ダム予測情報等の通知
・ダムの放流通知内容への治水
容量貯水率や下流河川へ与える
影響の追加

令和元年
ダム放流による下流河川への影
響について検討

関係機関に情報共有
し、運用について調
整を図る

【ダム】 ダム放流等の情報やリスク情報の提供の充実 Ｉ

・異常洪水時防災操作時のサイ
レン吹鳴回数、アナウンス・定
型文の見直し
・ダムに関する情報等のユニ
バーサルデザイン化(危険度レベ
ルの表示)
・ダム放流量などの情報をス
ピーカ・電光表示板へ表示
・防災行政無線・テレビテロッ
プ・エリアメール等を活用した
ダム放流等の情報提供
・市ＷＥＢへのダム関係諸量
データの表示

平成30年
～令和２
年

・異常洪水時防災操作のサイレ
ン吹鳴回数、アナウンス・定型
文の変更（案）を作成
・ダムに関する情報等のユニ
バーサル化を実施

・ダム放流量などの
情報をスピーカ・電
光表示板へ表示
・防災行政無線・テ
レビテロップ・エリ
アメール等を活用し
たダム放流等の情報
提供
・市ＷＥＢへのダム
関係諸量データの表
示

【ダム】

洪水時に直接市長等へダム情報を伝える「ホット
ライン」構築の検討

毎年、出水期前に協議会において連絡体制を確認
Ｂ

洪水時に直接市長等へダム情報
を伝える「ホットライン」を構
築し、毎年、出水期前に協議会
において連絡体制を確認
ホットライン時にTV電話（タブ
レット）等を活用するなど、
ホットラインの強化を検討

令和元年
～

未実施

洪水時に直接市長等へダム情報
を伝える「ホットライン」を構
築し、毎年、出水期前に協議会
において連絡体制を確認
ホットライン時にTV電話（タブ
レット）等を活用するなど、
ホットラインの強化を検討

令和元年
～

洪水時に直接市長等へダム情報
を伝える「ホットライン」につ
いて検討

今後運用を図る。

■平時から住民等への周知・教育・訓練に関する取組

⑬
想定最大規模の降雨に伴う洪水を対象とした洪水
ハザードマップの作成・周知

Ｅ,
Ｇ,
Ｊ

・新たな想定を反映したハザー
ドマップの作成・配布

平成29年
度

洪水浸水想定区域及び家屋倒
壊等氾濫想定区域等を反映し
た市総合ハザードマップを作
成（平成30年3月）
地区住民・小中学校等への出
前講座を２５回開催（地域15
回、学校５回 事業所等５回
30.4～31.３で実施)
R1年度学習会実績　20回

継続して実施
・市の新たな想定を反映したハ
ザードマップの作成を支援

平成29年
度

洪水浸水想定区域の指定及び家
屋倒壊等氾濫想定区域のデータ
を提供（平成28年度）

四万十市に提供済

首長も参加した出水時の対応を確認するセミナー
及び洪水リスクが高い区間についての共同点検

Ｄ,
Ｌ

・水防連絡会において、首長も
参加した出水時の対応を確認す
るセミナー及び重要水防箇所の
共同点検を実施

毎年
(出水期
前)

H28.5水防連絡会開催
H29.5水防連絡会開催
H30.6水防連絡会開催
R1.5水防連絡会開催

R1.5.31　水防連絡
会開催

・水防連絡会において、首長も
参加した出水時の対応を確認す
るセミナー及び重要水防箇所の
共同点検を実施

毎年
(出水期前)

H28.5水防連絡会
H29.5水防連絡会
H30.5水防連絡会
R1.5水防連絡会

R2水防連絡会開催予
定

・水防連絡会において、首長も
参加した出水時の対応を確認す
るセミナー及び重要水防箇所の
共同点検を実施

毎年
(出水期
前)

H28.5水防連絡会
H29.5水防連絡会
H30.6水防連絡会
R1.5水防連絡会

R2未定

⑭
要配慮者利用施設における避難確保計画の作成及
び訓練の支援（市・県・国・警察・消防・鉄道・
バス・介護施設等の関係機関が合同で実施）

Ｆ,
Ｊ

・今後作成する避難計画に要配
慮者施設に関する章等を規定
・関連機関と連携して実施す
る。

～平成33
年度

介護施設利用者を対象とした
避難訓練を関係機関合同で実
施（平成29年2月25日）
避難の必要な要配慮者利用施
設の洗い出し
市地域防災計画に位置づけ

全ての施設で計画策
定・訓練を行うよう
支援を継続して実施

・市で実施する避難訓練等の支
援
・関連機関と連携して実施す
る。

随時

・要配慮者利用施設の管理者
向けに防災気象情報の活用に
ついて説明を実施（平成29年2
月3日実施）

随時
・要配慮者利用施設に係る避難
確保計画の作成に向けた支援を
実施

随時

・聴覚障害者を対象とした防災
学習会を実施（平成31年2月3日
実施）
・ろうあ協会で聴覚障害者を対
象とした、経験したことのない
大雨に対するワークショップを
実施（令和2年2月1日実施）

随時

・要配慮者利用施設等に対し、
計画作成、訓練の実施等の技術
的助言を行う
・関連機関と連携して実施す
る。

順次実施

・要配慮者利用施設の管理者向
けに防災気象情報の活用につい
て説明を実施（平成29年2月3日
実施）
・2月25日に介護施設におい
て、関係機関が合同で避難訓練
を実施
・R2.3 講習会プロジェクト
（新型コロナで中止）

要配慮者利用施設等
に対し、計画作成の
助言を実施

効果的な「水防災意識社会」再構築に役立つ広報
や資料の作成・配布

Ｂ,
Ｃ

・市広報、ウェブサイト、回覧
文書の配布による住民周知

期間内継
続実施

市広報による周知 H29.5月号
で緊急速報メールの配信開始
について、同6月号で6.11訓練
につて掲載
市広報8月号において、洪水情
報のプッシュ型配信について
再周知を実施
R1　市広報において洪水情報
プッシュ型配信、川の防災情
報、警戒レベル導入について
周知

R1.6広報でプッシュ
型配信・川の防災情
報の活用、危険度レ
ベルの導入等につい
て周知

・水防情報システムの周知を図
るため広報を実施

随時

・県広報誌５月号に「こうち
防災情報」の掲載を通じて水
防情報システムの周知を実施
(毎年実施)

随時 ・関連機関と連携して実施する。随時

①平成29年6月11日に中村地区
の学習会でパンフレットを配布
②水害・土砂災害情報統合ポー
タルサイトの開始

①関係機関と連携し
て機会ある度に配布
（平成29年5月～）
②水害・土砂災害に
関する情報を統合表
示するシステムによ
る情報提供を開始
（令和元年度～）

・過去の水害の記録を中村河川
国道事務所のウェブサイトに掲
載するとともに防災パネル展に
て展示する

順次実施

取組事例を中村河川国道事務所
ホームページに掲載。
H28年9月台風16号出水パンフ
レットを作成
R1　市広報において洪水情報
プッシュ型配信、川の防災情
報、警戒レベル導入について周
知

中村河川国道事務所
ホームページに掲載
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○概ね５年で実施する取組

実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定

気象台 国土地理院 四国地整

項目 事項
内容

記号

四万十市 高知県

・・未実施、実施中の取組
期限のある取組

・・実施済みの取組 ・・継続して実施する取組 赤字・・前回からの修正追記カ所
期限のある取組

・・実施済みの取組

洪水浸水想定区域内の全地区を対象とした出前講
座の実施

Ａ,
Ｂ,
Ｃ

・関連機関と連携して実施する。随時

H29.2月25日に具同地区の区
長・自主防災組織を対象に学
習会を実施
洪水情報のプッシュ型配信を
活用した避難訓練及び学習会
を実施（中村地区：6月11日）
地区住民・小中学校等への出
前講座を２５回開催（地域15
回、学校５回 事業所等５回
30.4～31.３で実施)
R1年度学習会実績　20回

地区・学校への啓発
活動を継続して実施

・関連機関と連携して実施する。随時
H29.2月25日に具同地区の区
長・自主防災組織を対象に学
習会を実施

随時 ・関連機関と連携して実施する。随時

H30.11月3日に四万十市と連携
して富山地区の住民・消防団富
山地区分団を対象に防災学習会
を実施

随時

・浸水リスクや発表される防災
情報の配信内容や意味、取得方
法を住民に説明
・関連機関と連携して実施す
る。

平成28年度

H29.2月25日に具同地区の区
長・自主防災組織を対象に学習
会を実施
H29.11月26日具同地区合同防災
訓練において、浸水リスクや洪
水対応に対する取組みを説明。
H30.6月6日に中村地区の区長・
自主防災組織を対象に学習会を
実施

小中学校における水災害教育を実施
国の支援により作成した指導計画を関係小学校全
てに共有

Ａ,
Ｂ,
Ｃ

・各学校での防災学習で水災害
教育も実施
・関連機関と連携して実施す
る。

期間内継
続実施

八束小学校を対象とした防災
施行授業を実施（平成29年1
月）
市内小中学校の防災担当職員
を対象とした学習会を開催
（気象庁ワークショップ約40
名参加）

気象台ワークショップを通じ
た水害教育を実施（東中筋中
学校、利岡小学校、後川中学
校）

関係機関と連携をした防災学
習会を東中筋小学校で実施。
（内閣府との共催、気象台、
中筋川総合開発、市）

R1年度　学校での外周会実績6
回

各学校での防災教育
の推進を継続
指導計画を関係小学
校に共有
中学校でのワーク
ショップを予定

・小学校等からの要請に応じ、
出前講座により水災害教育を実
施
・関連機関と連携して実施す
る。

随時

・小学校等からの要請に応
じ、出前講座により水災害教
育を実施
・関連機関と連携して実施す
る。

随時

・防災教育（出前講座）全般を
実施している。
・関連機関と連携して実施す
る。

継続

平成29年8月23日に四万十市防
災・安全教育研究会研修会にお
いて、教師を対象として、経験
したことのない大雨に対する
ワークショップを実施
平成30年10月4日に東中筋中学
校において、生徒・教師を対象
として、経験したことのない大
雨に対するワークショップを実
施

平成30年10月20日に後川中学校
において、生徒を対象として、
四万十市が実施の経験したこと
のない大雨に対するワーク
ショップにアドバイザーとして
参加

平成30年11月3日に四万十市み
んなで防災訓練（富山地区会
場）において、四万十市から依
頼された防災学習会講師を担当

平成31年1月27日に大雨災害を
想定した防災訓練・学習会（東
中筋小学校）において、四万十
市から依頼された大雨に関する
学習会講師を担当

随時

・小中学校で実施する水災害教
育の支援として、四万十川にお
ける風水害を題材とした防災教
育資料を作成、関係小学校全て
に共有。
・関連機関と連携して実施す
る。

平成30年度

八束小学校を対象とした防災施
行授業を実施(平成29年1月)
四万十川を教材とした防災教育
の教材を作成

各学校での防災教育
の推進を継続
指導計画を関係小学
校に共有

⑮ 避難訓練への地域住民の参加促進
Ｉ

関係機関が連携して実施する、
自治体の避難情報、河川やダム
等の防災情報等を活用した住民
参加型の避難訓練や、避難場所
への避難訓練について、これま
での実施状況や様々な工夫、今
後の予定を協議会等の場で共有

随時
H29にプッシュ型配信を活用し
た避難訓練を中村地区で実
施。

継続して取り組む

関係機関が連携して実施する、
自治体の避難情報、河川やダム
等の防災情報等を活用した住民
参加型の避難訓練や、避難場所
への避難訓練について支援

随時

関係機関が連携して実施する、
自治体の避難情報、河川やダム
等の防災情報等を活用した住民
参加型の避難訓練や、避難場所
への避難訓練について支援

随時

関係機関が連携して実施する、
自治体の避難情報、河川やダム
等の防災情報等を活用した住民
参加型の避難訓練や、避難場所
への避難訓練について支援

随時

⑯ 高齢者福祉部局の協議会への参加
Ｊ

・高齢者福祉部局についても、
協議会等へ参加し情報共有を実
施。

令和元年
～

R1.5　幹事会から参加し情報
共有

⑯ 地域包括支援センターでの情報提供
Ｊ

・地域包括支援センターにハ
ザードマップの掲示や避難訓練
のお知らせ等の防災関連のパン
フレット等を設置。

随時

地域包括支援センターにハ
ザードマップを配置すると共
に、利用者への情報提供がス
ムーズに行われるよう、職
員・市内のケアマネージャー
を対象とした学習会の開催に
向けて準備中

R1.7　ケアマネージャーを対
象とした研修会を実施

R1.7　地域包括支援
センター職員及び市
内のケアマネー
ジャーを対象とした
学習会を開催予定

⑯ 要配慮者利用施設の避難確保計画の作成 Ｊ
・要配慮者利用施設の避難確保
計画の作成を推進。 随時

市内の要配慮者施設に作成状
況に関するアンケートを実施
すると共に、作成を要請

作成の進捗管理

⑰ 住民一人一人の避難計画・情報マップ（マイ・タ
イムライン）の作成促進

Ｃ
・モデル地区を選定し、（マ
イ・タイムライン）の作成につ
いてワークショップを実施

随時

・H30年6月～7月にタイムライ
ンワークショップをモデル地
区で実施

H31.1　災害・避難カードの作
成に関する学習会を東中筋小
学校で開催

R１.7　高知高等専門学校と共
催で実施した防災情報に関す
るワークショップを実施

・ワークショップで
の取組を防災士を中
心に他の地区にも展
開

マイ・タイムライン作成を支援 随時 マイ・タイムライン作成を支援 随時 マイ・タイムライン作成を支援 随時
・H30年6月～7月にタイムライ
ンワークショップをモデル地区
で実施

随時

⑱ 地域防災力の向上のための人材育成
Ｃ

・地域の防災リーダーとなるべ
き防災士の育成・強化の推進

随時

・防災士の資格取得要請Ｈ３
０年３４名取得
・防災士のスキルアップのた
めの研修会等開催
・防災士としての地区内活動
(学習会での講師活動）の支援

継続して取り組む

ダム操作に関する地元関係者への周知 Ｂ

・中筋川ダム放流警報説明会を
実施
・ダム操作や情報等に関する説
明会との開催
・報道機関との意見交換会や勉
強会の実施

毎年
(出水期
前)

H28.6開催
H29.6開催

H30.6開催

２．ソフト対策の主な取組 ②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する取組

消防団員と兼任する水防団等への連絡体制の再確
認と伝達訓練を実施

Ｌ,
Ｒ

・水防関係機関が一体となった
情報伝達訓練を実施

毎年
(出水期
前)

H28.5情報伝達訓練等実施
H29.6情報伝達訓練等実施
H30.6情報伝達訓練等実施

R1.5　情報伝達訓練
実施

・水防計画書の作成および伝達
訓練の実施

毎年
(出水期前)

H28.5情報伝達訓練等実施
H29.5情報伝達訓練等実施
H30.4情報伝達訓練等実施
H31.4情報伝達訓練等実施

R2.4情報伝達訓練等
実施

・水防関係機関が一体となった
情報伝達訓練を実施
・樋門操作員との伝達訓練及び
避難訓練
・維持工事における特別巡視訓
練及び避難訓練

毎年
(出水期
前)

H28.5情報伝達訓練等実施
H29.6情報伝達訓練等実施
H30.4情報伝達訓練等実施
R1.4情報伝達訓練実施

R2.4情報伝達訓練等
実施

水防連絡会等による消防団員と兼任する水防団等
との洪水リスクの高い区間の共同点検

Ｌ,
Ｍ

・水防連絡会の開催及び重要水
防箇所の共同点検

毎年
(出水期
前)

H29.5.23水防連絡会開催
H30.6.5水防連絡会開催
H31.5.31 水防連絡会開催

R1,5　水防連絡会開
催

・水防連絡会の開催及び重要水
防箇所の共同点検

毎年
(出水期前)

H29.5.23水防連絡会開催
H30.6.5水防連絡会開催
R1.5.31水防連絡会開催

R2に開催（予定）
・水防連絡会の開催及び重要水
防箇所の共同点検

毎年
(出水期
前)

H29.5.23水防連絡会開催
H30.6.5に開催
R1.5.31に開催

R2年度開催予定

水防活動を効率的・効果的に行うための重要水防
箇所の見直し

Ｍ

・水防活動を効率的・効果的に
行うため、水防活動の優先度を
より明確化できるよう重要水防
箇所の見直しを図る

平成29年
度～

見直し案が策定され、重要水防
箇所の修正を実施

想定最大規模の降雨に伴う洪水氾濫を想定した水
防資機材の配置計画の検討

Ｎ
・避難計画作成に向けた検討時
に水防資機材整備の必要性を検
討⇒整備

平成29年
度～

浸水想定区域に未整備であっ
た救命用ボートの購入検討
（高知県防災認定登録商品に
関する学習会を水防団各分団
長と実施）(平成29年８月)
H30年度　中筋川の浸水想定区
域である中筋分団、東中筋分
団に救命用ボートを各1艇整備
R1年度　中村分団、具同分団
に整備

救命用ボートの整備
を継続
R1　2艇整備予定

・県の水防倉庫に備蓄済
・水防計画で必要に応じて市へ
の資材提供を実施

実施済
・水防計画で必要に応じて市
への資材提供を実施

随時
・想定最大規模の降雨に伴う洪
水氾濫を想定した水防資機材の
配置計画を検討

毎年
(出水期
前)

現状の水防資機材の配置状況を
共有

毎年堤防決壊シミュ
レーション結果から
必要に応じ見直し

自主防災組織等の水防・避難支援活動への参画を
促進し、関係機関が連携した水防訓練等の実施

Ｍ
・行政関係機関、水防団、自主
防災組織が連携した水防訓練の
実施

毎年
(出水期
前)

H28.6高知県総合防災訓練に参
加
防災士の育成推進（H29年度42
名が新たに資格取得）

国交省主催の水防工
法講習への参加
防災士の育成を継続
地域リーダー養成講
座を実施

・国交省主催の水防工法講習へ
の参加

毎年
(出水期前)

H28.6高知県総合防災訓練開催 出水期までに開催
・水防訓練及び水防技術講習会
を実施し、水防技術の向上及び
継承を図る。

毎年
(出水期
前)

未実施
次年度出水期までに
開催
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○概ね５年で実施する取組

実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定

気象台 国土地理院 四国地整

項目 事項
内容

記号

四万十市 高知県

・・未実施、実施中の取組
期限のある取組

・・実施済みの取組 ・・継続して実施する取組 赤字・・前回からの修正追記カ所
期限のある取組

・・実施済みの取組

■要配慮者利用施設や大規模工場等の自衛水防の推進に関する取組

要配慮者利用施設における避難確保計画の作成及
び訓練の支援（市・県・国・警察・消防・鉄道・
バス・介護施設等の関係機関が合同で実施）（再
掲）

Ｆ,
Ｊ

・今後作成する避難計画に要配
慮者利用施設に関する章等を規
定
・関連機関と連携して実施す
る。

～令和3年
度

介護施設利用者を対象とした
避難訓練を関係機関合同で実
施（平成29年2月25日）

継続して実施

・市で実施する避難訓練等の支
援
・関連機関と連携して実施す
る。

随時

・要配慮者利用施設の管理者
向けに説明会を実施（平成30
年1月30日実施）
・市で実施する避難訓練等の
支援
・関連機関と連携して実施す
る。

随時
・要配慮者利用施設に係る避難
確保計画の作成に向けた支援を
実施

随時

・聴覚障害者を対象とした防災
学習会を実施（平成31年2月3日
実施）
・ろうあ協会で聴覚障害者を対
象とした、経験したことのない
大雨に対するワークショップを
実施（令和2年2月1日実施）

随時

・要配慮者利用施設等に対し、
計画作成、訓練の実施等の技術
的助言を行う
・関連機関と連携して実施す
る。

順次実施
H29年2月25日に介護施設におい
て、関係機関が合同で避難訓練
を実施

継続して実施

２．ソフト対策の主な取組　　 ③社会経済活動の回復を可能とするための排水活動等の取組

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する取組

氾濫水を迅速に排除するため、排水施設情報の共
有・排水手法等の検討を行い、想定最大規模の降
雨に伴う洪水氾濫を想定した排水計画の作成

Ｇ,
Ｋ,
Ｐ,
Ｑ

・氾濫区域内排水路網の整理・
共有
・排水施設能力、動作条件等の
整理・共有

平成32年
度

H30年度排水準備計画の素案作
成に協力

継続して実施

・排水施設の情報共有・排水手
法の検討を行い、想定最大規模
の降雨に伴う洪水氾濫を想定し
た排水準備計画を作成

令和2年度
H30年度排水準備計画の素案作
成

R1年度は検証・修正

関係機関と連携した排水訓練の実施
Ｐ,
Ｒ

・排水ポンプ車操作訓練等への
参加

毎年
(出水期
前)

国交省主催の訓練への参加
毎年
(出水期前)

・国交省主催の訓練への参加
毎年
(出水期前)

・国交省主催の訓練への参加
毎年
(出水期前)

・排水ポンプ車操作訓練を実施
毎年
(出水期
前)

H28.6排水ポンプ車等操作訓練
実施
H29.6排水ポンプ車等操作訓練
実施
H30.5排水ポンプ車等操作訓練
実施
R1.5排水ポンプ車等操作訓練実
施

R2？

排水施設の耐水化、庁舎の耐水対策の検討 Ｏ,
Ｑ

・施設別浸水深把握・対策等検
討

期間内継
続実施

想定最大規模の降雨に伴う洪
水浸水想定区域の浸水深デー
タ等を収集・整理中

継続して検討
・非常用電源設備を庁舎屋上に
設置済

実施済 － －
・大規模水害を想定した排水準
備計画の作成とあわせて、排水
施設の耐水化の検討を実施

平成30年
度～

未実施
排水準備計画の作成
とあわせて検討予定

相ノ沢川総合内水対策計画に基づくソフト対策 Ｇ
・条例等による土地利用に関す
るルールづくり、内水ハザード
マップの作成などを実施

平成28年
度～

相ノ沢川総合内水対策計画作
成（平成28年8月）、先だって
6月4日に学習会・訓練実施

H31.1　相ノ沢川の流域地域で
ある東中筋地区を対象とした
水害に関する学習会を関係機
関と連携をして実施（市、気
象台、中筋川総合開発、内閣
府）

継続して実施
・「水害に強いまちづくり」の
実現に向けた四万十市の取組を
支援・協力

平成28年度
～

・相ノ沢川、楠島川等河川水
位データを高知県水防情報シ
ステムのウェブサイトにより
情報を提供（平成27年度実
施）

四万十市と連携して
実施

・「水害に強いまちづくり」の
実現に向けた四万十市の取組を
支援・協力

平成28年
度～

具同・楠島地区内水位データを
中村河川国道事務所ウェブサイ
トにて情報提供（H27年度実
施）

四万十市と連携して
実施

【ダム】 洪水貯留準備操作（事前放流等）の充実を図り、
より多くの容量を確保することを検討

Ｇ
・建設中の横瀬川ダムにおいて
事前放流等の検討を実施

令和元年
度

ダム管理者及び関係利水者によ
り、事前放流を実施する治水協
定を締結

事前放流を実施

大規模災害時の地理情報提供 Ｉ
大規模災害発生時には、関係機
関に地理空間情報（空中写真な
ど）提供

随時
平成３０年度豪雨時、被災箇所
の情報を提供

随時




